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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 17,158 △10.2 1,419 10.6 1,126 △10.4 △304 ―

21年3月期第3四半期 19,117 ― 1,284 ― 1,257 ― 391 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 △15.82 ―

21年3月期第3四半期 20.36 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 28,814 22,626 64.0 959.22
21年3月期 27,324 22,548 68.0 965.81

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  18,455百万円 21年3月期  18,582百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 12.50 ― 6.00 18.50
22年3月期 ― 6.00 ―

22年3月期 
（予想）

6.00 12.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 23,000 0.1 2,600 97.2 2,180 84.0 330 △7.9 17.15
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
[(注) 詳細は、６ページ【定性的情報・財務諸表等】 4. その他をご覧ください。] 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

[(注) 詳細は、６ページ【定性的情報・財務諸表等】 4. その他をご覧ください。] 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績予想に関する事項は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものです。実際の業績は、今後
様々な要因によって予想値と異なる場合があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、５ページの
「【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 19,250,233株 21年3月期  19,250,233株

② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  9,752株 21年3月期  9,660株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期 19,240,531株 21年3月期第3四半期 19,240,679株
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当第３四半期連結累計期間における経済環境は、中国等のアジア諸国を中心に景気は一部持ち直しの動
きが見られるものの、企業収益の大幅な減少や雇用情勢の悪化など引き続き厳しい状況となりました。 
このような状況下、前年同期と比較した当第３四半期の当社グループ業績は、連結売上高は171億５千

８百万円（前年同期比10.2％減）、営業利益は14億１千９百万円（同10.6％増）、経常利益は11億２千６
百万円（同10.4％減）、当四半期純損失３億４百万円（前年同期の四半期純利益３億９千１百万円）とな
りました。なお、平成21年９月30日をもって半導体製造装置事業を廃止したことに伴い、主にたな卸資産
及び設備の廃却からなる特別損失16億３千２百万円を計上し、当四半期純損失は３億４百万円となりまし
た。 

  

①事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 
(自動車部品事業) 

 自動車部品事業は、昨年度の後半からの世界的な経済不況の影響を受け、低調な受注でスタートしまし
たが、日本におけるエコカー減税による新車販売台数の増加、中国での好調な新車販売、燃費への関心の
高まりによる自動車メーカー各社のＣＶＴ（無段自動変速機）の採用拡大などを受け、ＣＶＴ用コントロ
ールバルブを中心に、当第３四半期も引き続き好調な受注となっており、09年12月は単月過去最高売上と
なりました。ジヤトコ向け新型ＣＶＴ用コントロールバルブ、富士重工業向け新型ＣＶＴ用コントロール
バルブは計画を上回る高い水準の受注が続いております。売上高は147億９千５百万円（前年同期比3.0％
増）、営業利益は17億３千８百万円（同49.4％増）と増収・増益となりました。 
 第４四半期以降の売上は、小型車用コントロールバルブを中心に、第３四半期をやや下回るものの、堅
調な売上が見込まれます。今後、年度末に向けてＷＰＲ™ の経営による収益体質改善の更なる取り組みを
進めてまいります。また新商品の企画・開発につきましては、脱化石燃料の時代に備えＨＥＶ（ハイブリ
ッド車）やＥＶ（電気自動車）向け商品開発への取組みの強化を行い、営業面では新地域・新顧客への対
応を更に強化してまいります。 
(半導体製造装置事業) 

 半導体製造装置事業は、平成21年９月28日に発表した「半導体製造装置事業の廃止に関するお知らせ」
に記載したとおり、９月30日付で事業を廃止しております。事業廃止後もアフターサービスは行っており
ますが、システム機器事業へ移管しております。 
 第２四半期までの売上高は５億７千４百万円、営業損失１億９千万円、特別損失16億３千２百万円を計
上しております。 
(システム機器事業) 

 システム機器事業は、売上高17億９千７百万円（前年同期比38.5％減）、営業損失１億２千８百万円
（前年同期の営業利益３億１百万円）と大幅な減収・赤字となりました。08年11月以降の自動車生産ライ
ン用検査装置、画像検査装置等の受注減少の影響により、売上高の回復が遅れており、生産の内製化、中
国生産子会社への生産移管拡大を中心とした原価改善を図ったものの、非常に厳しい結果となりました。
 第４四半期も引き続き国内では厳しい受注環境が予想されますが、当社が得意とするエアコン用コンプ
レッサー自動組立装置、エアマイクロメータに加え、ボールねじのユニット新商品（アクチュエータ・Ｘ
Ｙステージ）、省エネタイプエアマイクロメータ、三次元画像測定機等の新商品の拡販を図ります。利益
面では日本電産グループで推進しておりますＷＰＲ™ プロジェクトによる利益率向上活動の達成に引き続
き注力し、最重点課題である中国生産子会社への生産移管拡大を軸とした原価低減、生産性改善、経費削
減活動を強化していきます。中長期の施策としては、上記新商品の売上拡大に注力するとともに、中国、
台湾、韓国、アセアン、インドを中心に海外への拡販を推進し、また継続して生産の海外移管を推し進
め、一層の原価低減、生産性向上活動に取り組み業績向上を図ってまいります。なお、平成21年10月１日
より、従来の計測機器事業はシステム機器事業に事業名称を変更しております。 

  

【定性的情報・財務諸表等】

1. 連結経営成績に関する定性的情報
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②所在地別セグメントの業績は以下のとおりであります。 
(日本) 

 自動車部品事業では、日本におけるエコカー減税による新車販売台数の増加、中国での好調な新車販
売、燃費への関心の高まりによる自動車メーカー各社のＣＶＴ（無段自動変速機）の採用拡大などを受
け、好調な受注となっているものの、前年度後半からの世界的不況の影響によりシステム機器事業の装置
受注等が大きく低迷し、売上高は170億８百万円（前年同期比10.5％減）となりましたが、営業利益はＷ
ＰＲ™ 活動を推進した結果、８億８千２百万円（同18.8％増）となりました。 
(ベトナム) 

 09年度当初においては、昨年度後半からの不況の影響を受け、売上高・営業利益ともに低水準でスター
トしましたが、第２四半期以降、主力製品であるコントロールバルブの売上が急速に回復し、09年12月は
単月過去最高売上を記録し、売上高は104億３千２百万円（前年同期比5.6％増）の増収となりました。営
業利益は、生産性２倍のＷＰＲ™ 活動の推進により、８億４千６百万円（同72.8％増）と大幅な増益とな
りました。 
(中国) 

 システム機器事業は中国の内需拡大政策の影響で受注が増えていることと、日本電産東測機器装置（浙
江）有限公司を第１四半期から連結の範囲に含めたこと、東測機器（上海）有限公司の財務諸表について
12ヶ月間（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）を連結したことにより、売上高は６億９千５百
万円（前年同期の売上高２億２千１百万円）の増収となりましたが、中国国内の計測機器メーカーが継続
して低価格攻勢を強めた結果、営業損失３千６百万円（前年同期の営業利益３千４百万円）となりまし
た。 
 中国は来年度も大型の消費刺激策（家電・自動車省エネ・不動産・公共事業など）を核に内需拡大を継
続する基本政策を打ち出しており、コンプレッサーメーカー・自動車関連メーカー向けの計測機器の受注
強化をすると共に、日本電産東測機器装置（浙江）有限公司での徹底した生産現地化により、大幅なコス
トダウンを行い、収益改善を図ってまいります。 
  
(注)  事業の種類別セグメント及び所在地別セグメントにおける売上高は、セグメント間の内部売上

高又は振替高を含めております。 
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①資産、負債、純資産の状況 
当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて14億９千万円増加し、288

億１千４百万円になりました。これは主に売上増により受取手形及び売掛金が増加、また当社が保有する
株式の株価が回復したことにより投資有価証券が増加した一方、半導体製造装置事業の廃止に伴うたな卸
資産の廃棄等でたな卸資産が減少したことによるものです。  
 当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて14億１千２百万円増加し、61
億８千８百万円になりました。これは主に生産増により支払手形及び買掛金が増加したことによるもので
す。  
 当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて７千７百万円増加し、226
億２千６百万円になりました。これは主にその他有価証券評価差額金が増加した一方、半導体製造装置事
業の廃止に伴う特別損失で利益剰余金が減少したことによるものです。  

  

②キャッシュ・フローの状況 
当第３四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは28億１千４百万円の収入、

投資活動によるキャッシュ・フローは16億１千８百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローは７
億４千６百万円の支出となったことにより、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は前連結
会計年度末と比べ４億５千９百万円増加し、５億９千７百万円になりました。 
 当第３四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、前第３四半期連結累計期間より26億
５千万円増加し、28億１千４百万円となりました。これは、仕入債務の増加額15億８百万円や減価償却費
13億８千３百万円等による増加と、売上債権の増加額16億５百万円等による減少によるものです。 
 当第３四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、前第３四半期連結累計期間より２億
２千万円増加し、16億１千８百万円となりました。これは、ベトナム子会社が行った設備投資を主とした
有形固定資産の取得による支出額15億１千万円等による減少によるものです。 
 当第３四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、前第３四半期連結累計期間より12億
４千万円増加し、７億４千６百万円となりました。これは、短期借入金の純減少額４億３千９百万円及び
配当金の支払額２億３千１百万円等による減少によるものです。 

  

「連結業績予想に関する定性的情報」につきましては、本日発表の「平成22年３月期 通期連結業績予
想の修正に関するお知らせ」に記載しておりますので、そちらをご参照ください。 
  

  

2. 連結財政状態に関する定性的情報

3. 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

 ① 棚卸資産の評価方法 
   当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期 

   連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっており 
   ます。 

 ② 固定資産の減価償却費の算定方法 
   定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分し 

   て算定する方法によっております。 

  

① 連結子会社の事業年度等に関する事項の変更 
従来、連結子会社のうち決算日が12月31日である、東測機器（上海）有限公司について同日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお
りましたが、第１四半期連結会計期間より連結決算日で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用して
おりますので、当第３四半期連結累計期間は平成21年１月１日から平成21年12月31日までの12ヶ月間
を連結しております。 
 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

② 表示方法の変更 

(四半期連結貸借対照表関係) 
前第３四半期連結会計期間において「無形固定資産」として掲記していたものは、ＥＤＩＮＥＴへ

のＸＢＲＬ導入に伴う連結財務諸表の比較可能性を向上するため、第１四半期連結会計期間より「ソ
フトウエア」、「その他（無形固定資産）」に区分掲記しております。なお、前第３四半期連結会計
期間の「無形固定資産」（641,737千円）に含まれる「ソフトウエア」、「その他（無形固定資
産）」は、それぞれ636,627千円、5,110千円であります。 

③ 注記事項 

(四半期連結損益計算書関係) 
半導体製造装置事業の廃止に伴い、事業撤退損（特別損失）を計上しております。 

その内訳は、たな卸資産1,472,858千円、固定資産84,064千円、その他75,282千円であります。 

  

  

  

ＷＰＲ は、2008年に日本電産㈱の永守重信が自身の独自の経営手法に付した名称です。 

ＷＰＲ™ は、日本電産㈱の日本国における商標です。 

ＷＰＲ© 日本電産㈱ 永守重信 2008年 

  

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結の範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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５．【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 260,972 177,790

受取手形及び売掛金 5,523,577 3,935,180

商品及び製品 750,572 910,735

仕掛品 1,489,923 2,685,678

原材料及び貯蔵品 1,631,684 1,902,267

繰延税金資産 933,557 350,994

関係会社預け金 336,223 －

その他 517,895 773,215

貸倒引当金 △427 △726

流動資産合計 11,443,980 10,735,135

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,201,746 8,899,288

減価償却累計額 △4,164,994 △3,813,005

建物及び構築物（純額） 5,036,752 5,086,282

機械装置及び運搬具 16,394,773 15,546,488

減価償却累計額 △9,556,892 △8,655,991

機械装置及び運搬具（純額） 6,837,881 6,890,496

工具、器具及び備品 2,106,544 2,281,875

減価償却累計額 △1,767,504 △1,835,566

工具、器具及び備品（純額） 339,039 446,309

土地 1,425,130 1,425,130

リース資産 61,263 64,894

減価償却累計額 △36,876 △25,726

リース資産（純額） 24,387 39,167

建設仮勘定 924,053 394,094

有形固定資産合計 14,587,244 14,281,482

無形固定資産   

ソフトウエア 581,972 630,598

その他 32,040 5,110

無形固定資産合計 614,012 635,708

投資その他の資産   

投資有価証券 1,484,019 781,400

繰延税金資産 12,127 148,648

その他 675,411 744,107

貸倒引当金 △1,850 △1,850

投資その他の資産合計 2,169,707 1,672,306

固定資産合計 17,370,964 16,589,497

資産合計 28,814,944 27,324,633
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,510,571 2,045,485

短期借入金 － 439,145

1年内返済予定の長期借入金 128,940 －

リース債務 12,816 18,844

未払費用 608,204 392,786

未払法人税等 69,448 3,238

賞与引当金 251,663 273,309

その他 1,163,830 1,447,692

流動負債合計 5,745,475 4,620,502

固定負債   

長期借入金 173,583 －

長期未払金 9,735 92,835

リース債務 12,790 22,282

繰延税金負債 211,653 －

退職給付引当金 35,428 40,180

その他 － 143

固定負債合計 443,191 155,442

負債合計 6,188,666 4,775,944

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,087,026 5,087,026

資本剰余金 4,604,553 4,604,553

利益剰余金 8,520,136 9,055,409

自己株式 △10,738 △10,669

株主資本合計 18,200,978 18,736,320

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 360,001 △55,522

繰延ヘッジ損益 △32,747 △41,546

為替換算調整勘定 △72,319 △56,501

評価・換算差額等合計 254,934 △153,570

少数株主持分 4,170,365 3,965,939

純資産合計 22,626,278 22,548,689

負債純資産合計 28,814,944 27,324,633
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(2)【四半期連結損益計算書】 
 【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年12月31日) 

売上高 19,117,824 17,158,645

売上原価 15,438,532 13,774,347

売上総利益 3,679,292 3,384,297

販売費及び一般管理費   

運搬費 198,515 172,172

給料及び手当 531,964 461,138

賞与引当金繰入額 144,203 130,493

減価償却費 69,758 73,806

研究開発費 731,784 532,519

その他 718,727 594,255

販売費及び一般管理費合計 2,394,953 1,964,385

営業利益 1,284,339 1,419,911

営業外収益   

受取利息 2,982 2,328

受取配当金 29,622 17,612

固定資産賃貸料 3,808 3,716

受取ロイヤリティー 5,391 1,584

受取保険金 12,749 －

助成金収入 － 169,293

その他 9,989 10,440

営業外収益合計 64,544 204,975

営業外費用   

支払利息 2,279 2,096

売上割引 3,809 1,874

為替差損 67,853 147,327

一時帰休労務費 － 339,383

減価償却費 － 2,787

持分法による投資損失 14,898 －

その他 2,232 4,550

営業外費用合計 91,073 498,021

経常利益 1,257,809 1,126,865

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 299

投資有価証券売却益 － 1,999

特別利益合計 － 2,299

特別損失   

有形固定資産処分損 5,358 9,568

投資有価証券評価損 591,008 1,660

事業撤退損 － 1,632,205

その他 188 －

特別損失合計 596,554 1,643,434

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

661,255 △514,269

法人税、住民税及び事業税 162,997 139,956

法人税等調整額 △53,464 △529,302

法人税等合計 109,532 △389,346

少数株主利益 159,909 179,463

四半期純利益又は四半期純損失（△） 391,812 △304,386
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 【第３四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
  至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
  至 平成21年12月31日) 

売上高 5,640,039 6,831,413

売上原価 4,742,874 5,214,251

売上総利益 897,165 1,617,161

販売費及び一般管理費   

運搬費 61,413 75,020

給料及び手当 180,670 165,125

賞与引当金繰入額 48,577 55,515

減価償却費 23,971 23,946

研究開発費 241,679 188,690

その他 247,764 202,020

販売費及び一般管理費合計 804,076 710,319

営業利益 93,088 906,842

営業外収益   

受取利息 1,428 387

受取配当金 16,045 9,251

固定資産賃貸料 1,179 1,238

受取ロイヤリティー 1,019 90

助成金収入 － 33,574

その他 3,199 3,868

営業外収益合計 22,872 48,410

営業外費用   

支払利息 1,842 233

売上割引 1,120 960

為替差損 23,483 76,528

一時帰休労務費 － 88,027

持分法による投資損失 16,599 －

その他 1,014 234

営業外費用合計 44,060 165,985

経常利益 71,900 789,267

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － △162

投資有価証券売却益 － 1,999

特別利益合計 － 1,837

特別損失   

有形固定資産処分損 1,263 1,053

投資有価証券評価損 591,008 －

特別損失合計 592,271 1,053

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△520,370 790,051

法人税、住民税及び事業税 △97,844 102,768

法人税等調整額 △127,107 64,191

法人税等合計 △224,952 166,960

少数株主利益 26,437 156,968

四半期純利益又は四半期純損失（△） △321,856 466,123
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

661,255 △514,269

減価償却費 1,261,214 1,383,895

貸倒引当金の増減額（△は減少） △358 △299

賞与引当金の増減額（△は減少） △197,611 △21,646

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,657 △4,751

確定拠出移行に伴う未払金の減少額 △104,613 △75,154

受取利息及び受取配当金 △32,604 △19,941

支払利息 2,279 2,096

持分法による投資損益（△は益） 14,898 －

有形固定資産処分損益（△は益） 5,358 9,568

投資有価証券評価損益（△は益） 591,008 1,660

事業撤退損失 － 1,632,205

売上債権の増減額（△は増加） 1,766,886 △1,605,194

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,283,237 328,167

仕入債務の増減額（△は減少） △1,578,576 1,508,696

その他 △124,077 181,545

小計 977,162 2,806,578

利息及び配当金の受取額 32,604 19,941

利息の支払額 △2,438 △2,242

法人税等の支払額 △843,515 △9,944

営業活動によるキャッシュ・フロー 163,812 2,814,332

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,184,640 △1,510,327

有形固定資産の売却による収入 136,732 －

無形固定資産の取得による支出 △186,568 △128,055

投資有価証券の売却による収入 － 2,000

関係会社出資金の払込による支出 △118,998 －

定期預金の預入による支出 △45,450 －

定期預金の解約による収入 － 41,070

長期貸付金の回収による収入 － 85,574

その他 986 △108,922

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,397,939 △1,618,660

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 986,931 △439,145

長期借入金の返済による支出 － △85,574

少数株主からの払込みによる収入 － 25,017

配当金の支払額 △471,361 △231,377

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △21,963 △15,519

その他 △30 △68

財務活動によるキャッシュ・フロー 493,576 △746,669

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,583 △1,931

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △744,133 447,070

現金及び現金同等物の期首残高 886,850 137,860

連結の範囲の変更に伴う現金及び
現金同等物の増減額（△は減少）

－ 12,264

現金及び現金同等物の四半期末残高 142,717 597,195
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当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 
  該当事項はありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記
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【事業の種類別セグメント情報】 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の種類及び性質の類似性を考慮し、区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品 

 
３ 平成20年度の法人税法の改正を契機に、当社の機械及び装置につき経済的耐用年数の見直しを行った結果、

従来耐用年数を10～12年としておりましたが、第１四半期連結会計期間より９年に変更しております。この

変更に伴い、従来と同一の耐用年数によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間における営業利益

は、「自動車部品」が9,679千円、「半導体製造装置」が149千円、「計測機器」が3,909千円、それぞれ減

少しております。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注) １ 事業区分は、製品の種類及び性質の類似性を考慮し、区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品 

 
３ 「【定性的情報・財務諸表等】 4. その他 (3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示

方法等の変更 ① 連結子会社の事業年度等に関する事項の変更」に記載のとおり、東測機器（上海）有限公

司の財務諸表について当第３四半期連結累計期間は平成21年１月１日から平成21年12月31日までの12ヶ月間

を連結しております。 

 なお、これによる営業利益又は営業損失に与える影響は軽微であります。 

４ 半導体製造装置事業は平成21年９月30日をもって、事業を廃止いたしました。 

事業廃止後もアフターサービスは行っておりますが、システム機器事業へ移管しております。 

５ 平成21年10月１日より、従来の計測機器事業はシステム機器事業に事業名称を変更しております。なお、こ

れによるセグメント区分の変更はありません。 

  

(5) セグメント情報

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日)

自動車部品 
(千円)

半導体
製造装置 
(千円)

計測機器
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に対する

売上高
14,355,323 1,890,564 2,871,936 19,117,824 ― 19,117,824

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

4,095
   

― 50,974 55,069 (55,069) ―

計 14,359,418 1,890,564 2,922,911 19,172,894 (55,069) 19,117,824

  営業利益又は 
営業損失（△）

1,164,075 △181,239 301,503 1,284,339 ― 1,284,339

(1) 自動車部品 油圧及び空気制御用電磁弁、自動変速機用油圧制御システム

(2) 半導体製造装置 全自動ダイボンダ、オプトデバイス用ダイボンダ
(3) 計測機器 自動測定装置、コンプレッサー用芯出機、ＩＣ外観検査装置、画像処理装置、

ウェーハバンプ検査装置、空気・電気マイクロメータ、精密ボールねじ、 
ねじゲージ等

自動車部品 
(千円)

半導体
製造装置 
(千円)

システム機器
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に対する

売上高
14,793,602 574,673 1,790,369 17,158,645 ― 17,158,645

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,707
   
216 6,881 8,805 (8,805) ― 

計 14,795,310 574,889 1,797,250 17,167,450 (8,805) 17,158,645

  営業利益又は 
営業損失（△）

1,738,614 △190,288 △128,414 1,419,911 ― 1,419,911

(1) 自動車部品 油圧及び空気制御用電磁弁、自動変速機用油圧制御システム

(2) 半導体製造装置 全自動ダイボンダ、オプトデバイス用ダイボンダ
(3) システム機器 自動測定装置、コンプレッサー用芯出機、ＩＣ外観検査装置、画像処理装置、

ウェーハバンプ検査装置、空気・電気マイクロメータ、精密ボールねじ、 
ねじゲージ等
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(注) １ 事業区分は、製品の種類及び性質の類似性を考慮し、区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品 

 
３ 平成20年度の法人税法の改正を契機に、当社の機械及び装置につき経済的耐用年数の見直しを行った結果、

従来耐用年数を10～12年としておりましたが、第１四半期連結会計期間より９年に変更しております。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注) １ 事業区分は、製品の種類及び性質の類似性を考慮し、区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品 

 
３ 半導体製造装置事業は平成21年９月30日をもって、事業を廃止いたしました。 

事業廃止後もアフターサービスは行っておりますが、システム機器事業へ移管しております。 

４ 平成21年10月１日より、従来の計測機器事業はシステム機器事業に事業名称を変更しております。なお、こ

れによるセグメント区分の変更はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)

自動車部品 
(千円)

半導体
製造装置 
(千円)

計測機器
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に対する

売上高
4,394,198 405,176 840,664 5,640,039 ― 5,640,039

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,894 ― 8,952 10,847 (10,847) ―

計 4,396,092 405,176 849,617 5,650,886 (10,847) 5,640,039

  営業利益又は 
営業損失（△）

148,610 △59,559 4,037 93,088 ― 93,088

(1) 自動車部品 油圧及び空気制御用電磁弁、自動変速機用油圧制御システム

(2) 半導体製造装置 全自動ダイボンダ、オプトデバイス用ダイボンダ
(3) 計測機器 自動測定装置、コンプレッサー用芯出機、ＩＣ外観検査装置、画像処理装置、

ウェーハバンプ検査装置、空気・電気マイクロメータ、精密ボールねじ、 
ねじゲージ等

自動車部品 
(千円)

システム機器
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に対する

売上高
6,068,319 763,094 6,831,413 ― 6,831,413

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

620 2,728 3,349 (3,349) ―

計 6,068,940 765,823 6,834,763 (3,349) 6,831,413

  営業利益又は 
営業損失（△）

1,002,140 △95,298 906,842 ― 906,842

(1) 自動車部品 油圧及び空気制御用電磁弁、自動変速機用油圧制御システム
(2) システム機器 自動測定装置、コンプレッサー用芯出機、ＩＣ外観検査装置、画像処理装置、

ウェーハバンプ検査装置、空気・電気マイクロメータ、精密ボールねじ、 
ねじゲージ等
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【所在地別セグメント情報】 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 平成20年度の法人税法の改正を契機に、当社の機械及び装置につき経済的耐用年数の見直しを行った結果、

従来耐用年数を10～12年としておりましたが、第１四半期連結会計期間より９年に変更しております。この

変更に伴い、従来と同一の耐用年数によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間における営業利益

は、「日本」が13,738千円減少しております。 

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 「【定性的情報・財務諸表等】 4. その他 (3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示

方法等の変更 ① 連結子会社の事業年度等に関する事項の変更」に記載のとおり、東測機器（上海）有限公

司の財務諸表について当第３四半期連結累計期間は平成21年１月１日から平成21年12月31日までの12ヶ月間

を連結しております。 

 これにより、前第３四半期連結累計期間と同一の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期

間における売上高（外部顧客に対する売上高）は、「中国」が57,716千円増加しております。なお、営業利

益又は営業損失に与える影響は軽微であります。 

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日)

日本 

(千円)

ベトナム 

(千円)

中国 

(千円)

計 

(千円)

消去又は全社 

(千円)

連結 

(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に対する

売上高
18,955,535 1,874 160,414 19,117,824 ― 19,117,824

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
57,912 9,878,618 60,610 9,997,142 (9,997,142) ―

計 19,013,447 9,880,493 221,025 29,114,967 (9,997,142) 19,117,824

  営業利益 742,921 489,787 34,896 1,267,605 16,734 1,284,339

日本 

(千円)

ベトナム 

(千円)

中国 

(千円)

計 

(千円)

消去又は全社 

(千円)

連結 

(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に対する

売上高
16,945,303 195 213,146 17,158,645 ― 17,158,645

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
63,612 10,432,703 482,673 10,978,990 (10,978,990) ―

計 17,008,916 10,432,898 695,819 28,137,635 (10,978,990) 17,158,645

   営業利益又は 
   営業損失（△）

882,704 846,209 △36,541 1,692,373 (272,461) 1,419,911
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(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 平成20年度の法人税法の改正を契機に、当社の機械及び装置につき経済的耐用年数の見直しを行った結果、

従来耐用年数を10～12年としておりましたが、第１四半期連結会計期間より９年に変更しております。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

  

前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)

日本 

(千円)

ベトナム 

(千円)

中国 

(千円)

計 

(千円)

消去又は全社 

(千円)

連結 

(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に対する

売上高
5,585,553 115 54,370 5,640,039 ― 5,640,039

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
15,666 3,134,853 14,018 3,164,538 (3,164,538) ―

計 5,601,220 3,134,968 68,388 8,804,577 (3,164,538) 5,640,039

   営業利益又は 
   営業損失（△）

△14,452 121,408 11,366 118,322 (25,234) 93,088

日本 

(千円)

ベトナム 

(千円)

中国 

(千円)

計 

(千円)

消去又は全社 

(千円)

連結 

(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に対する

売上高
6,755,995 ― 75,417 6,831,413 ― 6,831,413

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
26,225 4,384,917 164,831 4,575,974 (4,575,974) ―

計 6,782,220 4,384,917 240,249 11,407,388 (4,575,974) 6,831,413

  営業利益 403,029 630,257 11,846 1,045,133 (138,290) 906,842
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【海外売上高】 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日)

極東 東南アジア 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 1,879,832 794,865 468,090 52,837 3,195,626

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― ― 19,117,824

Ⅲ 連結売上高に占める

  海外売上高の割合(％)
9.8 4.2 2.4 0.3 16.7

(1) 極東 韓国、中国、台湾、香港

(2) 東南アジア タイ、マレーシア、フィリピン、シンガポール、ベトナム、インドネシア

(3) 北米 メキシコ

(4) その他 スペイン、ドイツ、ハンガリー、インド、パキスタン

極東 東南アジア 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 1,196,785 349,023 884,562 145,499 2,575,870

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― ― 17,158,645

Ⅲ 連結売上高に占める

  海外売上高の割合(％)
7.0 2.0 5.2 0.8 15.0

(1) 極東 韓国、中国、台湾、香港

(2) 東南アジア タイ、マレーシア、フィリピン、シンガポール、ベトナム、インドネシア

(3) 北米 メキシコ

(4) その他 スペイン、ドイツ、インド、パキスタン
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(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 
  該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)

極東 東南アジア 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 544,978 137,352 287,409 15,661 985,402

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― ― 5,640,039

Ⅲ 連結売上高に占める

  海外売上高の割合(％)
9.7 2.4 5.1 0.3 17.5

(1) 極東 韓国、中国、台湾、香港

(2) 東南アジア タイ、マレーシア、フィリピン、シンガポール、ベトナム、インドネシア

(3) 北米 メキシコ

(4) その他 スペイン、インド

極東 東南アジア 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 385,863 107,301 373,391 47,521 914,077

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― ― 6,831,413

Ⅲ 連結売上高に占める

  海外売上高の割合(％)
5.6 1.6 5.5 0.7 13.4

(1) 極東 韓国、中国、台湾、香港

(2) 東南アジア タイ、マレーシア、フィリピン、シンガポール、ベトナム、インドネシア

(3) 北米 メキシコ

(4) その他 スペイン、ドイツ

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記






